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は　じ　め　に

　企業が成長する方法を売上高増に置き換えると，製造業であれば既存製品から新たな製品
開発をして製品多角化をするか，既存製品の販売先を増やすことが考えられる。販売先を増
やすには，限られた地域での販売から販売地域を拡大することが考えられる。同じ県内だけ
で販売していたものを西日本全体へ，更に日本全国へと拡大する。更に国内市場だけでなく
海外市場へも販売し，国際化する。以上のように，企業は製品多角化か国際化かによって売
上高を増やすが，多くの企業はそのどちらも行っている。
　この課題に対する研究では，多角化の研究が先行し，国際化の研究が遅れて進んできた。
それを統一的に理解しようとする研究もある。米国での研究は，Product Diversificationと
International Diversification（製品多角化と国際多角化（直訳すれば））と両方ともDiversification

（多角化）として扱う研究である。日本では一部の研究で両方を扱おうとしているが，多くの
研究は製品多角化については経営戦略論，国際化については国際経営論や多国籍企業論で扱っ
ている。
　広島市に本社を置く株式会社モルテンは上場企業でもないのに，多角化をしながら，海外
へも進出している。モルテンの多角化とは，技術的にはゴム加工から始まっているが，ボー
ルをはじめとするスポーツ用品，主に自動車部品である工業用ゴム製品，医療・福祉機器，
マリン・産業用品と主に 4つの分野に分かれている。そのうちボール製造・販売と自動車部
品については海外にも製造子会社や販売子会社を設立している。しかも，販売先としてはB2B

型の自動車部品，B2C型のブランドとして確立したサッカーボールやバスケットボールなど
全く異なるシナジー効果の働かない分野で事業を行っている。
　本論文では，多角化研究，国際化研究の主要な先行研究をまとめて，そこからモルテンは
どこまで説明できるのかについて分析する。
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1.　多 角 化 研 究

　企業が成長する上で，多角化に注目した研究がある。ペンローズ（Penrose, 1959）は，The 

Theory of the Growth of the Firmの第三版への序文で，「企業は，一つの管理の枠組みのな
かでに集められた資源の集合であり，その境界は『管理上の調整の範囲』および『権威ある
コミュニケーションの範囲』によって決まると定義づけられた1)」と述べ，経営資源の集合
体という概念を示した。多角化については，「第 7章　多角化の経済学」において，「同じ専
門化領域内の多角化とは，同じ技術に基盤をもち，か

・

つ
・

，企業の既存市場で販売される製品
が増えることをさす。企業の既存領域からの乖離を含む多角化は，以下の三種類のいずれか
だろう。①同じ生産基盤を用いた新製品で新市場に参入する，②異なる技術領域に基礎をお
く新製品で同じ市場を拡大する，③異なる技術領域に基礎をおく新製品で新市場に参入する2)」
と述べ多角化を既存の専門化領域内と領域外に区分している。
　チャンドラー（Chandler, 1962）は，デュポン，GM，スタンダード石油（ニュージャー
ジー），シアーズ・ローバックのアメリカ大企業 4社における事業部制組織がいかに成立して
きたかについて述べている。このうち，デュポン，GM，シアーズ・ローバックは，多角化
による組織の問題を解決する必要性から事業部制組織を採用することになる。スタンダード
石油（ニュージャージー）は，世界的な規模の発展による組織の複雑化に対応して事業部制
組織を採用することになった。ここから，チャンドラー（1962）は，「この歴史的な記録が教
えることは，組織は戦略に従うということであり，異なった型の拡張は異なった管理上の必
要を発生させ，それがまた異なった管理組織を生むということである3)」と述べる。
　アンゾフ（Ansoff, 1965）は，表 1のような成長ベクトルの構成要素で有名なマトリックス
である。アンゾフ（1965）によれば，「市場浸透力の欄は，現在の製品―市場の市場占拠率の
増大をもとにして成長方向を示すためのものである。市場開発の欄は，企業の製品について

表 1　アンゾフによる成長ベクトルの構成要素

製品
使命（ニーズ）

現 新

現 市場浸透力 製品開発

新 市場開発 多角化

出所： Ansoff, H. I.,（1965）. Corporate Strategy, McGraw-Hill（広田寿亮訳
（1969）『企業戦略論』産業能率短期大学出版部）p. 137。

 2） 同上，p. 166。
 3） Chandler, A. D., Jr.（1962）Strategy and structure: chapters in the history of the industrial enterprise, 

M.I.T. Press（三菱経済研究所訳（1967）『経営戦略と組織 : 米国企業の事業部制成立史』実業之日本
社）p. 62。
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どんな新しい使命（ニーズ）が探求されているかを示すためのものである。製品開発の欄は，
現在の製品に代わるものとしてどんな新製品をつくり出すかを示すためのものである。多角
化の欄は，製品と使命との両方の面で，企業にとって全く新しいものを特別に示すためのも
のである4)」と述べる。Ansoff（1965）の多角化は，Penrose（1959）が，企業の既存領域か
らの乖離を含む多角化の③に該当し，Ansoff（1965）の方が多角化を狭く捉えていることが
わかる。
　ルメルト（Rumelt, 1974）は，『フォーチュン』誌の1949年，1959年，1969年における売上
高上位500社の中から，246社のサンプルをとり，特化率，垂直比率，関連比率から，「単一事
業」，「主力事業」，「関連事業」企業，「非関連事業」企業の大きく 4つに分類し，そのうち，
「主力事業」を「垂直的―主力」企業，「抑制的―主力」企業，「連鎖的―主力」企業，「非関
連的―主力」企業の 4つに，「関連事業」企業を「抑制的―関連」企業，「連鎖的―関連」企
業，の 2つに，「非関連事業」企業を，「受動的―非関連」企業，「取得型コングロマリット」
企業に分けている5)。これらの企業の財務成果で見ると，「関連事業」企業の「抑制的―関連」
企業と「主力事業」の「抑制的―主力」企業が，ほとんどすべての測定基準からみて，最高
の成果を上げていると結論づけている6) 。
　日本でも，吉原・佐久間・伊丹・加護野（1981）の研究でも，多角化と経営成果との関係
では，「多角化をとることは，成長性に対してはプラス要因，収益性に対しては中程度のたか
くかまではプラス要因，それを超えた多角化はむしろマイナス要因ということがはっきりし
た7)」と結論づけている。多角化をすれば良いわけではなく，多角化のし過ぎはマイナスで
あるという。

2.　国 際 化 研 究

　ペンローズは，企業成長の理論の第三版への序文で，多国籍企業について，「多国籍企業を
テーマとする研究は，20世紀半ば以降，それらの存在感の増大にともなって急速に進んだ。
私が示してきたように企業成長の分析の多くは，今日的な外国への直接投資による拡張に対
してもおおむね同じように適用できそうである。すなわち，成長のプロセス，学習の役割，
内部の人的資源およびその他の資源にもとづく拡張の理論，管理の役割，生産の多角化，合
併と買収の役割は，この文脈でもすべて重要である。もちろん国によってかなりの違いが存

 4） Ansoff（1965）前掲邦訳，p. 137。
 5） Rumelt R. P.（1974）Strategy, Structure, and Economic Performance. Harvard University Press（鳥
羽欽一郎・山田正喜子・川辺信雄・熊沢孝訳（1977）『多角化戦略と経済成果』東洋経済新報社）pp. 
42–43。

 6） 同上，p. 159。
 7） 吉原英樹，佐久間昭光，伊丹敬之，加護野忠男（1981）『日本企業の多角化戦略』日本経済新聞
社，p. 233。
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在するが，いくつかの生産要素は，きわめて動かしやすいだけでなく，任意の量やタイプの
資本・経営者サービス・技術などをひとまとめにしたパッケージの形で，一企業の統合され
た枠組み内を移動しやすいという仮定をおけば，本書で示した企業成長の理論的枠組みで国
際的企業の拡張のプロセスを捉えることは容易である。必要なのは，それらに特殊な利益機
会，すなわち，活動を一国に限定している企業には利用しえないような機会とそれらに固有
な障害とを分析するための，いくつかの補足的な「実証的」仮定を設けることだけである8)」
と述べている。つまり，Penroseの企業成長の理論では，企業の国際化も，幾つかの補足的
な仮定を設ければ同様に扱うことができると述べている。
　しかし，企業の国際化を扱う研究は，国際経営論，多国籍企業論などで発展してきた。そ
の一部を以下に紹介する。

2.1　ハイマーの寡占理論

　ハイマー（Hymer, 1960）は，それまでの資本移動論は，証券投資を対象とした理論であ
り，企業が海外に子会社を設立する，あるいは海外の企業を買収するといった決定は，直接投
資論で説明できるとする。投資先国での企業活動を支配することを目的とする点で，証券投
資とは異なると論じた。現地の企業活動を支配する目的は，紛争の排除と優位性の保持の 2
つを挙げている。そのうち，優位性の保持は，進出企業は現地企業と比べ，現地の商習慣や消
費者に関する情報，現地での原材料の調達，流通ネットワーク，言語，政治面などで不利で
あり，それを補うために現地企業に対し絶対的優位性を保持することが必要であるとする。
その優位性は，信用，マーケテイング能力，製品差別化能力，効率的な生産工程のノウハウ
などである。

2.2　バーノンのプロダクトサイクル理論

　バーノン（Vernon, 1966）はプロダクトサイクルと貿易・投資パターンを融合することで
プロダクトサイクルモデルを作った。バーノンは，完全競争市場を前提とした国家間の比較
生産費に基づく貿易論は不十分であるとの立場から，製品ライフサイクルと生産立地の移転
を組み合わせた。
　市場構造および需給構造の変化と，製品のもつライフサイクルの変化を組み合わせること
によって，国際ビジネスを新製品の開発，生産，海外への輸出，海外への生産立地の移転，
そして本国への逆輸入まで，段階的に説明している。
　第 1段階（新製品誕生の段階）では，当時，圧倒的な技術力をもっていた米国で新製品が

 8） Penrose，前掲邦訳，pp. 11–12。
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開発され，また米国市場は高所得市場であり高い価格でも売れるため，新製品導入の段階で
は，生産は米国内で行われる。初期の生産工程の不安定さに起因する柔軟な対応の必要性や，
製品差別化により製品の価格弾力性が低いこと，したがって，生産コスト最小化が最優先課
題ではないなどの理由による。この段階では，企業は高い研究開発能力が必要である。
　第 2段階（製品の成熟化段階）では生産工程が標準化され始め，大量生産による規模の経
済が実現する。製品価格が低下し，国内需要が急速に拡大すると同時に，他の先進諸国にお
いても需要が生まれる。米国企業は当初，輸出によって製品を供給するが，次第に国内外に
競合企業が出現し始め，市場の寡占化に伴いコスト引き下げ競争が激化する。これが引き金
となり，米国の企業は，輸出先市場において十分な規模の経済性の実現を期待できる場合に
は，より安価な労働力を求めて輸出先国へ生産拠点を移転する。この段階では，企業は近代
的生産管理能力，マーケテイング能力，組織管理能力が求められる。
　第 3段階（標準化段階）になると，需要の価格弾力性は高まり価格競争力が重要になる。
さらに安価な労働力を求めて，生産立地を他の先進諸国からさらに発展途上国へと移転する。
この段階では，米国は当該製品の輸入国に転じる。いわゆる逆輸入が始まる。
　ただし，プロダクトサイクルモデルは限界が指摘されている。1960年代までは米国が圧倒
的な経済力があり説得力のあるモデルであったが，欧州や日本の戦後復興からの成長，さら
に途上国の発展などにより米国の相対的な経済が低下している。それにともない，新製品は
必ず米国から生まれるという前提が崩れているなどの理由である。

2.3　多国籍企業の内部化モデル

　企業が製品を海外で販売するには，現地企業と市場取引，技術契約など様々な取引を行う。
こうした企業間の市場取引には取引コストと呼ばれるさまざまなコストが発生する。その取
引コストが高くなれば，企業は自社で海外子会社を所有し，その子会社を通じて自社製品を
販売する方法を検討する。海外子会社を所有することで市場取引を企業内取引で代替するこ
とを内部化（internalization）という。内部化モデルは，コース（Coase, 1937）の議論を発展
させたウィリアムソン（Williamson, 1975）の取引コスト経済学から生まれた。多国籍企業の
内部化理論として発展させたのは，バックレー＝カソン（Buckley＝Casson, 1976），ダニン
グ（Dunning, 1977）である。
　内部化のメリットは，統合により取引相手が海外子会社となり，企業内の労働者は指揮命
令に従うことで報酬を得るため，機会主義的行動を抑制することができる。内部化のコスト
は，インセンティブの低下や，本国親会社と海外子会社の間で生じる情報の遅延，歪みなど
により生産効率の低下といった問題が発生する可能性がある。
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2.4　OLIパラダイム

　OLIパラダイム（OLI paradigm）とは，製造業に携わる多国籍企業が，主に生産活動を海
外へ移転する要因を説明する包括的枠組みとして，1970年代後半，ダニング（Dunning, 

1977, 1979）が提唱したものである。ダニングは海外生産を説明する上で， 3 つの要素が
同時に満たされなければならないと強調している。その 3 つの要素とは，所有特殊的優位
（ownership-specific advantages），立地特殊的優位（location-specific advantages），内部化優
位（internalization advantage）であり，これらのうちどれかが欠けると海外での生産は行わ
れない。以上の 3要素の頭文字から OLIパラダイムと呼ばれている。
　所有特殊的優位は，技術や所有権といった無形資産に代表される資産優位と自社が所有す
る資産優位を効果的に組み合わせ，活用する能力である取引優位の 2つからなる。 1つめは
資産優位：製品イノベーション，コード化・成文化できない知識をもつ人材，ファイナンス・
生産管理・組織・マーケテイングシステムなどの革新能力など。相互補完的な資産の重要性
も指摘される。 2つめは，取引優位：企業の資産優位を効率的に管理・利用する能力を指し
ており，資金力，技術組織力，管理力により裏付けられる。上で述べたように，資産優位と
相互補的資産を保有している場合には，両者を最適に組み合わせて活用することができる能
力が取引優位である。取引優位には，新規参入企業に対して既存企業力発揮する優位性と，
多国籍にまたがって活動することで生じる優位性の 2点がある。
　立地特殊的優位とは，受入国が提供する現地特殊的な要因：エネルギー，原材料，部品，
中間財などの価格や品質，現地市場の需要規模，輸送および通信コスト，法人税・関税な経
済政策，非関税障壁，インフラ条件，文化，政治，商慣習の違いなどがある。
　内部化優位とは，内部化が有利な状況とは，中間財や情報，技術などの所有特殊的優位を
外部市場で取引するよりも，自社内ですべて管理し，利用した方が利潤が増大するような状
況を指す。内部化優位は外部市場の不完全性や市場の失敗に起因するとし，その根拠として
以下の諸点を挙げている。①　取引相手の探索および交渉コストの回避・削減，②　モラル
ハザード，情報の非対称性，および逆選択の回避，③　契約不履行や訴訟コストの回避，④　
現地市場ごとに差別価格が適用できない場合，⑤　品質管理の向上，⑥　相互依存的な活動
の効率化，⑦　先物市場の不在への対応，⑧　受入国政府との関係の改善である。

2.5　トランスナショナルモデル

　バートレット＝ゴシャール（Bartlett-Ghoshal, 1989）は，1980年代までの国際化のパター
ンを次の4つに分けた。グローバル型：従来の日本企業の典型的なパターン，インターナショ
ナル型：アメリカ企業に広くみられたパターン，マルチナショナル型：早くから国際化した
ヨーロッパ企業のパターン，トランスナショナル型組織：本社と世界中に立地する子会社の
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関係を，経営資源の各子会社への分散・役割の専門化，相互依存をキーワードとする統合ネッ
トワークとして構築している企業である。ネットワーク型組織により，それまでは同時に達
成することが困難と考えられていた 3つの課題，すなわち，グローバルな効率性，現地市場
への適応，イノベーションと学習を同時に追求できるようになった。
　また，トランスナショナルモデルでは子会社の役割の重要性を明示した。海外の子会社は
組織能力と現地環境の戦略的重要性の 2つを分析軸として，戦略リーダー，貢献者，実行者，
ブラックホールという 4つのタイプに分類され，それぞれの子会社は異なる役割を担うとす
る。

3.　株式会社モルテンの事例

　株式会社モルテン（広島市）は，1958年11月に設立された会社である。
　1959年 2 月に第 1号のボールを完成し，スポーツ事業に参入している。同じ年の 4月に自
動車用ゴム部品の製造を開始し，自動車部品事業にも参入している。さらに1991年には床ず
れ予防用エアマットレスを発売し，医療・福祉機器事業に参入し，スポーツ事業，自動車部
品事業に続く多角化を果たしている。現在では，スポーツ事業本部，工業用品事業本部，健
康用品事業本部，社会基盤事業本部の 4つの本部制をとっている。
　扱っている製品を日本標準産業分類（平成25年10月改訂）でみれば，大分類 E（製造業）
の中分類19（ゴム製品製造業）の1933（工業用ゴム製品製造業）である自動車部品と，同じ
く大分類 E（製造業）の中分類32（その他の製造業）の3253（運動用具製造業）であるサッ
カーボール，バスケットボールなどを生産している。なお，サッカーボール，バスケットボー
ルは運動用具の中でも，総務省統計局の産業別生産物分類リストでは32530306となっている。
さらに健康用品事業本部，社会基盤事業本部でも異なる製品を扱っている。
　国際化もスポーツ事業の生産拠点（タイ）を1989年，自動車部品事業の生産拠点（米国）
を1990年とほぼ同時期に開始している。
　以上のようにモルテンは多角化と国際化を進めている会社であるが，資本金 3 億1,614万
円，売上高394億円（2021年 9月単体），従業員数674人（単体），グループ全体で3,200人の会
社で，株式市場に上場をしていないが中堅企業といえる。多角化のいずれもゴムの製造技術
をもとにした技術関連型多角化であるが，創業からのボールでは，国際大会でも使用される
ボールに採用されるブランド力を持ちながら，自動車メーカーを相手にする事業，さらには
医療・福祉機器事業，社会基盤事業という前の 2つの事業とは全く取引相手が異なる市場に
参入している。多角化と国際化により成長している興味深い会社である。
　以下では，モルテンの多角化と国際化について同社の沿革等から特徴を述べる。
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3.1　モルテンの多角化

　モルテンの創業時は，設立後 3か月で第 1号ボールを完成させている。その後，1960年代
にバスケットボール，バレーボール，ハンドボールが日本国内で検定球として認められ，1969
年国際バレーボール連盟，1973年国際バスケットボール連盟，国際サッカー連盟，1975年国
際ハンドボール連盟よりより公認球，認定級として認められている。1979年にはアディダス
社とタンゴサッカーボールに関し，ライセンス契約を締結している。また，1982年のバスケッ
トボール世界選手権，1984年のロサンゼルスオリンピックの公式試合球になり，2014年には
バスケットボールワールドカップに 9大会連続で唯一の公式試合球を提供している。サッカー
ボールでは，1982年日本サッカー協会より検定球として認められ，1991年には Jリーグと試
合球の独占契約を締結した。また，2017年に欧州サッカー連盟と UEFAヨーロッパリーグの
公式試合球契約を締結している。以上のように，特にバスケットボールとサッカーボールで
はモルテンのボールがブランドとなっていった。
　このように地方の一企業が日本だけでなく，オリンピックやワールドカップなどの世界的
な組織と交渉して成功したのは，モルテンの前社長である民秋史也氏の経営者としての役割
が大きいものと思われる。本学で学生に講演していただいたことがあるが，その時に， 1年
の 3分の 1ずつ，海外，国内，広島にいるとのお話しがあった。海外に年の 3分の 1滞在す
ることで，海外工場への出張ばかりでなく，海外のオリンピックや各種スポーツ団体との交
渉をしていたであろう。海外での交渉ができたのも，もともと民秋氏はマツダに勤務してお
り，米国駐在もしていた。その経験から海外での交渉能力を発揮できることになったと考え
られる。これは，まさにペンローズのいう経営者サービスと企業者サービスを兼ね備えた人
物が社長をしていたといえるであろう。
　さらに，2009年にサッカー審判員用ホイッスル『バルキーン』を発売し，2011年にバスケッ
トボール審判員用ホイッスル『ブラッツァ』を発売するなど，ボールだけでなく，競技に関
連した商品を発売し始めた。その後，各種競技で使用するラインカー『レーザーライナー』，
デジタルスコアボード 『デジタイマ110X』を2012年，バスケットボールのシュート練習を一
人でできる B＋（ビー・プラス）シューティングマシンを2020年に発売するなどスポーツ関
連商品を増やしている。現在では，モルテンスポーツ事業本部内に，モルテン公式オンライ
ンショップを設け，バスケットボール，サッカー，ハンドボール，バレーボール，ドッジボー
ル，ボール遊び，アディダス，アウトレットのカテゴリーにボールだけでなく，バッグ，ボー
ルケアグッズ，チーム用具，レフェリー用具，トレーニング用具，カウンター，関連用具な
どがあり，バスケットボールのボールだけでも64種類あるなど，全てで695種類の商品を購入
できるようになっている9)。
 9） モルテンオンラインショップ　https://shop.moltensports.jp より。
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表
2
　
モ
ル
テ
ン
の
沿
革
（
事
業
分
野
別
）

全
社
的
な
沿
革

自
動
車
部
品
関
連

ス
ポ
ー
ツ
関
連

そ
の
他

19
58
年
11
月

本
社
工
場
を
広
島
市
西
区
中
広
町
に
お
き
，
モ
ル

テ
ン
ゴ
ム
工
業
株
式
会
社
創
立
　
取
締
役
社
長
　

登
　
清

19
59
年
2
月

第
1
号
ボ
ー
ル
完
成
，
ス
ポ
ー
ツ
事
業
に
参
入

19
59
年
4
月

自
動
車
用
ゴ
ム
部
品
の
製
造
開
始
，
自
動
車
部

品
事
業
に
参
入

19
60
年
6
月

日
本
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
協
会
よ
り
検
定
球
と

し
て
認
め
ら
れ
る

19
60
年
7
月

日
本
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
協
会
よ
り
検
定
球
と
し
て

認
め
ら
れ
る

19
62
年
10
月

日
本
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
協
会
よ
り
検
定
球
と
し
て

認
め
ら
れ
る

19
65
年
2
月

取
締
役
社
長
に
増
田
秀
雄
就
任

19
69
年
6
月

国
際
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
連
盟
（

IV
B

F ）
よ
り
公
認

球
と
し
て
認
め
ら
れ
る

19
73
年
4
月

国
際
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
連
盟
（

FI
B

A
）
よ
り

公
認
球
と
し
て
認
め
ら
れ
る

19
73
年
6
月

国
際
サ
ッ
カ
ー
連
盟
（

FI
FA
）
よ
り
認
定
球
と

し
て
認
め
ら
れ
る

19
74
年
4
月

橋
梁
・
道
路
な
ど
土
木
用
ゴ
ム
資
材
の
製
造
開

始
，
産
業
資
材
事
業
に
参
入

19
75
年
5
月

国
際
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
連
盟
（

IH
F ）
よ
り
公
認
球

と
し
て
認
め
ら
れ
る

19
76
年
10
月

取
締
役
会
長
に
増
田
秀
雄
就
任
，
代
表
取
締
役

社
長
に
民
秋
史
也
就
任

19
79
年
5
月

ア
デ
ィ
ダ
ス
社
と
タ
ン
ゴ
サ
ッ
カ
ー
ボ
ー
ル
に

関
し
，
ラ
イ
セ
ン
ス
契
約
締
結

19
80
年
12
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
が
'82
世
界
選
手
権
（
コ
ロ

ン
ビ
ア
）
の
公
式
試
合
球
に
決
定

19
81
年
11
月

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
バ
ス
ケ
ッ
ト

ボ
ー
ル
公
式
試
合
球
に
決
定

19
82
年
5
月

西
ド
イ
ツ
　
デ
ュ
ッ
セ
ル
ド
ル
フ
に
駐
在
員
事

務
所
を
開
設
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全
社
的
な
沿
革

自
動
車
部
品
関
連

ス
ポ
ー
ツ
関
連

そ
の
他

19
82
年
8
月

日
本
サ
ッ
カ
ー
協
会
よ
り
検
定
球
と
し
て
認
め

ら
れ
る

19
83
年
10
月

『
株
式
会
社
モ
ル
テ
ン
』
に
社
名
変
更

19
86
年
12
月

三
菱
自
動
車
工
業
と
取
引
契
約
締
結

19
88
年
5
月

い
す
ゞ
自
動
車
と
取
引
契
約
締
結

19
89
年
1
月

ス
ポ
ー
ツ
用
品
の
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン
タ
イ
ラ

ン
ド
設
立

19
90
年
4
月

ス
ポ
ー
ツ
用
品
の
販
売
拠
点
モ
ル
テ
ン

U
SA
設

立

19
90
年
12
月

自
動
車
部
品
の
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン
ノ
ー
ス
ア

メ
リ
カ
設
立

19
91
年
3
月

自
動
車
部
品
の
生
産
拠
点
防
府
工
場
生
産
開
始

19
91
年
4
月

浮
き
桟
橋
『
マ
リ
ン
ク
ス
』
発
売
，
親
水
用
品

事
業
に
参
入

19
91
年
9
月

ス
ポ
ー
ツ
用
品
の
販
売
拠
点
モ
ル
テ
ン
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
設
立

19
91
年
10
月

床
ず
れ
予
防
用
エ
ア
マ
ッ
ト
レ
ス
『
花
ゆ
ら
ぎ
』

発
売
，
医
療
・
福
祉
機
器
事
業
に
参
入

19
91
年
11
月

日
本
プ
ロ
サ
ッ
カ
ー
リ
ー
グ
（

J リ
ー
グ
）
と
試

合
球
の
独
占
契
約
締
結

19
94
年
8
月

タ
イ
に
自
動
車
部
品
の
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン
ア

ジ
ア
ポ
リ
マ
ー
プ
ロ
ダ
ク
ツ
設
立

19
98
年
7
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
世
界
選
手
権
大
会
唯
一
の

公
式
試
合
球
と
し
て
使
用

20
01
年
4
月

代
表
取
締
役
社
長
民
秋
史
也

 藍
綬
褒
章
受
賞

20
01
年
8
月

代
表
取
締
役
社
長
民
秋
史
也

 F
IB

A
オ
ー
ダ
ー
・

オ
ブ
・
メ
リ
ッ
ト
受
賞

20
02
年
6
月

健
康
用
品
事
業
本
部
を
設
置
し
，
3
事
業
本
部

体
制
と
な
る

20
03
年
4
月

中
国
に
自
動
車
部
品
の
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン

ジ
ャ
ー
シ
ン
設
立

20
04
年
10
月

モ
ル
テ
ン
戸
河
内
を
モ
ル
テ
ン
メ
デ
ィ
カ
ル
へ

社
名
変
更

20
04
年
12
月

革
新
的
12
枚
パ
ネ
ル
デ
ザ
イ
ン
バ
ス
ケ
ッ
ト

ボ
ー
ル
『

G
L 7

/
G

L 6
』
発
売
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全
社
的
な
沿
革

自
動
車
部
品
関
連

ス
ポ
ー
ツ
関
連

そ
の
他

新
構
造
サ
ッ
カ
ー
ボ
ー
ル
『
ア
セ
ン
テ
ッ
ク

 
ヴ
ァ
ン
タ
ッ
ジ
オ
』
発
売

20
05
年
12
月

モ
ル
テ
ン
ラ
ミ
ナ
ス
に
て
遮
水
シ
ー
ト
の
生
産

開
始

20
06
年
8
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
世
界
選
手
権
に
唯
一
の
公

式
試
合
球
『

G
L 7

/
G

L 6
』
を
提
供

20
08
年
1
月

高
機
能
エ
ア
マ
ッ
ト
レ
ス

 『
グ
ラ
ン
デ
』 
発
売

20
08
年
6
月

電
動
式
介
護
ベ
ッ
ド
『
イ
ン
プ
レ
ス
』
発
売

20
08
年
10
月

ス
ポ
ー
ツ
用
品
の
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン
ス
ー
ホ

ン
設
立

20
09
年
2
月

医
療
・
福
祉
機
器
生
産
拠
点
モ
ル
テ
ン
メ
デ
ィ

カ
ル

IS
O
13
48
5取
得

20
09
年
4
月

住
友
電
装
株
式
会
社
　
3
年
連
続
『
総
合
優
良

賞
』
受
賞

20
09
年
10
月

サ
ッ
カ
ー
審
判
員
用
ホ
イ
ッ
ス
ル
『
バ
ル
キ
ー

ン
』
発
売

20
09
年
12
月

高
耐
久
・
マ
ル
チ
・
体
圧
分
散
式
ク
ッ
シ
ョ
ン

『
ピ
ー
チ
』
発
売

20
10
年
7
月

矢
崎
総
業
株
式
会
社
　
3
年
連
続
『
品
質
功
労

賞
』
受
賞

20
10
年
8
月

第
4
代
代
表
取
締
役
社
長
に
民
秋
清
史
就
任

20
10
年
12
月

エ
ア
マ
ッ
ト
レ
ス
『
ス
テ
ー
ジ
ア
』
を
発
売

20
11
年
1
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
審
判
員
用
ホ
イ
ッ
ス
ル

『
ブ
ラ
ッ
ツ
ァ
』
発
売

20
11
年
3
月

マ
ツ
ダ
株
式
会
社
『
取
引
成
績
優
秀
賞
』『
納
入

品
質
優
秀
連
続
達
成
賞
』
受
賞

20
11
年
4
月

住
友
電
装
株
式
会
社

 4
年
連
続
『
品
質
優
良
賞
』

受
賞

20
11
年
7
月

矢
崎
総
業
株
式
会
社

 『
品
質
貢
献
賞
』
受
賞

20
11
年
9
月

床
置
き
型
手
す
り
『
ル
ー
ツ
』
発
売

20
12
年
1
月

ラ
イ
ン
カ
ー

 『
レ
ー
ザ
ー
ラ
イ
ナ
ー
』 
発
売

20
12
年
3
月

ダ
イ
ハ
ツ
工
業
株
式
会
社

 『
V

E
活
動
貢
献
賞
』

 
受
賞

20
12
年
4
月

住
友
電
装
株
式
会
社

 『
納
期
優
良
賞
』 
受
賞
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全
社
的
な
沿
革

自
動
車
部
品
関
連

ス
ポ
ー
ツ
関
連

そ
の
他

20
12
年
5
月

デ
ジ
タ
ル
ス
コ
ア
ボ
ー
ド

 『
デ
ジ
タ
イ
マ
11
0X
』 

発
売

20
12
年
11
月

自
動
車
部
品
の
販
売
拠
点
モ
ル
テ
ン
ベ
ト
ナ
ム

設
立

20
12
年
11
月

高
機
能
体
圧
分
散
式
エ
ア
マ
ッ
ト
レ
ス
『
オ
ス

カ
ー
』
発
売

20
13
年
3
月

マ
ツ
ダ
株
式
会
社
　
3
年
連
続
『
取
引
成
績
優

秀
賞
』，
2
年
連
続
『

V
E
/
VA
多
数
件
賞
』 
受
賞

20
13
年
5
月

自
動
車
部
品
の
販
売
拠
点
モ
ル
テ
ン
オ
ー
ト

モ
ー
テ
ィ
ブ
デ
メ
キ
シ
コ
設
立

20
14
年
1
月

国
際
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
連
盟
（

IH
F ）
主
催
大
会
の

公
式
試
合
球
契
約
締
結

20
14
年
8
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
に
9
大

会
連
続
で
唯
一
の
公
式
試
合
球
を
提
供

20
14
年
9
月

モ
ル
テ
ン
ア
ジ
ア
ポ
リ
マ
ー
プ
ロ
ダ
ク
ツ
に
第

三
工
場
を
増
設
し
，
量
産
開
始

20
14
年
10
月

か
た
さ
調
整
式
ベ
ー
ス
マ
ッ
ト
レ
ス
『
ラ
イ
フ
』

発
売

20
15
年
11
月

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ブ
ラ
ン
ド
ス
テ
ー
ト
メ
ン
ト

『
M

ov
in

g 
w

ith
 P

os
si

bi
lit

ie
s 』
を
採
用

20
16
年
1
月

ロ
ボ
テ
ィ
ッ
ク
マ
ッ
ト
レ
ス
『
レ
イ
オ
ス
』
発

売

20
17
年
1
月

ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
世
界
選
手
権
に
2
大
会
連
続
で

唯
一
の
公
式
試
合
球
を
提
供

20
17
年
10
月

欧
州
サ
ッ
カ
ー
連
盟
と

U
E

FA
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

リ
ー
グ
の
公
式
試
合
球
契
約
を
締
結

20
18
年
3
月

マ
ツ
ダ
株
式
会
社
　
4
年
連
続
『
取
引
成
績
優

秀
賞
』
受
賞

20
18
年
5
月

見
守
り
セ
ン
サ
ー
付
き
標
準
マ
ッ
ト
レ
ス
『
テ

ル
サ
コ
ー
ル
』
販
売
開
始

20
18
年
10
月

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
新
規
事
業

B
＋
（
ビ
ー
・

プ
ラ
ス
）
始
動

20
19
年
3
月

マ
ツ
ダ
株
式
会
社
　
5
年
連
続
『
取
引
成
績
優

秀
賞
』
受
賞

20
19
年
3
月

操
作
性
能
の
向
上
と
天
然
皮
革
の
風
合
い
を
実

現
し
た
バ
ス
ケ
「

B
G
50
00
」
発
売
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全
社
的
な
沿
革

自
動
車
部
品
関
連

ス
ポ
ー
ツ
関
連

そ
の
他

20
19
年
4
月

日
常
を
旅
す
る
ク
ル
マ
イ
ス
「

W
he

el
iy
」
販
売

開
始

20
19
年
5
月

モ
ル
テ
ン
，
広
島
マ
ツ
ダ

H
M

 R
ac

er
s 
テ
ク
ニ

カ
ル
パ
ー
ト
ナ
ー
契
約
締
結
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　これらは，ボール事業で学校現場の体育教員や競技の審判員などの現場のユーザーからの
声を吸い上げて，対応してきたと言える。多角化で考えれば，製品関連型というよりも市場
関連型といえるであろう。
　自動車関連部門は，ボールの生産をはじめた同じ1959年にボールより 2か月遅れて，自動
車用ゴム部品の製造を開始し，自動車部品事業に参入している。その取引も，マツダだけで
なく，1986年には三菱自動車，1988年にはいすゞ自動車と取引契約を締結している。また住
友電装，矢崎総業，ダイハツとも取引を行っている。自動車部品には，シャシー，吸気冷却，
ボディ，電装の大きくわけて 4つに分類される。
　社会基盤事業本部は，1974年に橋梁，道路など土木用ゴム資材の製造を開始したところか
らはじまる。浮桟橋や養殖用フロートなどのマリン用品，橋梁用ゴム支承，止水パッキン，
防振ゴム，土木シートなどである。
　健康用品事業本部は，1991年に設立されマットレス，ポジショニングケア用品（まくら，
車椅子用クッション），生活動作支援用具，車椅子，口腔ケア用品などを扱っている。
　以上の 4つの事業本部ともゴムからできる様々な製品を中心とした製造・販売をしている。
多角化の観点からみると，関連型多角化ではあるが，スポーツ用品のように消費者に近い部
門から，自動車部品や橋梁用ゴムなどの B2Bではマーケティング方法が全く異なる。

3.2　モルテンの国際化

　モルテンの国際化については，表 3にまとめた。1989年にスポーツ用品の生産拠点モルテ
ンタイランド設立，1990年にスポーツ用品の販売拠点モルテンUSA を設立し，スポーツ事業
の国際化を果たしている。自動車部品では，同年12月には生産拠点としてモルテンノースア

表 3　モルテンの海外進出状況

進出先 進出形態 進出年 業種 従業員数 日本人 資本金 取扱品名

タイ 合弁 1989 製造・販売 604 7 1 億 B 競技用ボール

アメリカ・ネバダ州 単独現地法人 1990 販売  18 1 130万 US$ 競技用ボール

アメリカ・オハイオ州 単独現地法人 1990 製造・販売  92 4 1,100万 US$ 自動車用部品

ドイツ 単独現地法人 1991 販売  11 2 33万 Eur 競技用ボール

タイ 合弁 1994 製造・販売 599 6 1 億2,000万 B 自動車部品

中国・浙江省・嘉興 単独現地法人 2003 製造・販売 520 4 2,120万 US$ 自動車用ゴム部品

中国・江蘇省・泗洪 単独現地法人 2008 製造 218 3 2,927万 Y 競技用ボール

ベトナム 単独現地法人 2012 販売   6 1 63万 US$ 自動車用ゴム部品

メキシコ 単独現地法人 2013 製造・販売 228 4 766万9,400MXN 自動車用部品

出所：公益財団法人ひろしま産業振興機構（2023）『海外進出企業ダイレクトリー』より作成
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メリカを設立，1994年にはタイに自動車部品の生産拠点モルテンアジアポリマープロダクツ
を設立し，タイにはスポーツ用品と自動車部品の両方の生産拠点を設立している。現在では，
自動車部品事業で，米国，タイ，中国，メキシコに生産拠点を持ち，競技用ボールで，タイ，
中国に生産拠点を持っている。また，競技用ボールの販売拠点をアメリカ，ドイツにもち，
自動車部品の販売拠点をベトナムにもっている。
　中国浙江省嘉興市の工場は，現地法人トップの方が広島県の千代田工場のトップをしてい
たこともあり，工場のレベルアップをしており，タイの工場の指導，この工場メンバーが日
本に行って指導をするなどモルテンにとって重要な拠点となっている。まさにバートレット・
ゴシャールのいう戦略リーダー型の子会社に育っている10)。ゴム製品の競争力の源泉は，原
料の配合によって異なる特性をうまくコントロールしながら，顧客の要望に応えていること
にある。この原料の配合割合はトップシークレットで極一部の人間しか知らないとのこと。
この工場では，日本での取引がない企業とも取引をしている。
　医療・福祉機器事業と社会基盤事業での海外進出は行われていない。多角化している事業
全てが国際化するわけではない。

4.　お　わ　り　に

　本論文では，企業が成長する方法である多角化と国際化（多国籍化）について先行研究を
まとめた上で，上場企業でなく，単体の従業員数674人の株式会社モルテンが，多角化をしな
がら，海外にも製造・販売子会社をなぜ持つことができるまで成長したのかについて紹介し，
分析した。サッカーボールやバスケットボールなどの世界的なブランド化には，ペンローズ
のいう経営者サービスと企業者サービスに恵まれていたこと。すなわち社長の交渉力をはじ
めとする能力があったこと。ゴムの生産においても原料の配合割合によって，顧客が要望す
る様々な製品を供給することができる能力を有していることが挙げられる。
　さらに，2022年11月に広島市内に分散していた開発機能を集約したテクニカルセンター　
molten［the Box］（モルテン・ザ・ボックス）を設立し， 4つの事業の研究開発の経営資源
を一カ所に集めることでシナジー効果も期待できる。
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